




































































































度は目標 50 億円に対し、現在 14 億円が集まって
いるが、今後見直しを含め市町村と相談するとい
う。
各自治体の上乗せ・横出し支援策は、暫定的な
措置や当該災害に限るとした限定的なものも多
い。また財政の苦しい自治体も少なくないだけ
に、今後姿を消すケースも少ないと予想される
が、災害はいろんな顔をしてやってくるという。
迎え撃つこちらもできるだけ多様な支援策を用意
して準備を整えるべきだろう。
遡及適用　付則に盛り込む特例で、能登
半島地震、新潟県中越沖地震、台風 11、12
号の特定 4 災害に限り、改正支援法の遡及適
用が認められる。支援法では災害から 37 カ
月間で 7 回の申請ができることから、「事実
上、新制度で対応できる」としている。遡
及適用される石川、新潟両県のうち、石川
県は県独自の上乗せ・横出し支援策につい
て、すでに支給が始まっているとして手直
しせずに続行する方針。新潟県は、大規模
半壊に対する支給額が手厚くなったため、
所得階層によって全壊世帯と大規模半壊世
帯との支援額が同額になる。あるいは国の
施策で支援がない半壊との間の支給額に大
きな開きが出るなど矛盾が生じるため微調
整が必要としている。
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